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国が推進するＧＩＧＡスクール構想に基づくＩＣＴ環境の整備により、新型コロナ

ウイルス感染症の流行下においても、1 人 1 台端末の活用によるオンライン授業等の

取り組みが大きな成果を上げ、学びの保障に寄与したところである。また、多くの学

校においてＩＣＴ活用による学校教育の学びの変容が見られデジタル化の推進が功

を奏している。 

令和６年６月２１日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」

においても、「こどもたちの学びの更なる充実と教職員の負担軽減に向け、国策とし

て推進するＧＩＧＡスクール構想を中心に、クラウド環境や生成ＡＩの活用等による

教育ＤＸを加速する」とされている。自治体においては、1 人 1 台端末の更新時期を

迎え共同調達スキームの中で確実な端末更新やネットワークの増強、ＩＣＴ運用支援

を含む伴走支援の強化、デジタル教科書等の学習ソフトの活用促進など、ハード・ソ

フト両面からの教育環境の充実を図ることが求められている。 

さらに、生成ＡＩをはじめとする急速なデジタル化の進展の社会的背景の中で、児

童生徒の国際化や多様化、不登校児童生徒の増加等に対応した、個別最適化されたき

め細かな学習や、変化の激しい未知の将来を生き抜くための情報活用能力の育成とと

もに、児童生徒主体の協働的な学びの充実を目指した 1人 1人の可能性を最大限に引

き出す学びの実現も喫緊の課題となっている。 

 一方で、子どもたちの学びを支える教職員の不足が深刻になっており、教員のなり

手不足改善のためには、業務改善による魅力ある職場環境構築の取組が必要であり、

学校現場でのＩＣＴ活用に伴う新しい技術の習得や、児童生徒のＩＣＴスキルの向上

に向けた授業準備など教員への専門的な支援体制の確立が必要である。ＩＣＴの専門

的な技術を持つＧＩＧＡスクール運営支援センターやＩＣＴ支援員による支援体制

においては、令和６年度までは国の補助金が一部見込まれたが、今後は自治体の負担

となる。 

このような状況において、各学校間、自治体間において格差が生じないよう、各学

校の実情に応じた課題の解決に速やかに取り組み、１０年後、２０年後に国内外で活

躍できる人材の育成を推進していくことは極めて重要であることから、変化の激しい

未知の将来を生き抜けるための生きる力を育成する施策を講じる必要がある。 

そこで、国による学習者用デジタル教科書やＣＢＴシステムの整備はもとより、更

新期を一斉に迎える端末の整備や通信環境増強に係るハード面や、ＡＩ型ドリルをは

じめとするデジタル副教材、専門的知識を持つ人的支援等のソフト面両輪で教職員を



支援するためのより一層の財源拡充を強く要望する。 

 


